
第23回 企業IT動向調査2017（16年度調査）
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～データで探るユーザー企業のIT動向～

2017年4月28日

一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

企業IT動向調査2017概要



一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
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■ 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 社団法人 日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組
2012年4月 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

■ 役員
理事37名（会長1名 常任理事10名） 監事3名
会長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 相談役

■ 事務局
専務理事 菊川 裕幸
常任理事 宮下 清
常任理事 西村 光司

■ 会員数 ： 3,480社 (2017年4月1日現在)

正会員A ： 222社
正会員B ： 169社
正会員C ： 3,089社

■ 正会員企業の割合



■ 活動概要
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会員活動

教育研修

調査

研究

普及推進

JUAS 
スクエア

イノベーション
経営カレッジ

プライバシー
マーク審査

会員研修会

政策研究



JUASの活動概要
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ユーザーの要求が未来を切り拓く
－イノベーションで企業を変える、日本が変わる－
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動向調査について



インタビュー調査
重点テーマ中心に

16年11月～17年1月に実施

アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

16年10月に実施

•94年度以来過去23年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

•アンケートとインタビューの複合効果
•年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：51社

JUAS調査の特徴

ビジネスのデジタル化に向けた
IT部門の挑戦

今回の重点テーマ

調査報告
2017年5月10日発行

•ユーザー企業IT部門4000社対象 24P

•有効回答：1071社（回答率27％）

調査委員会、調査部会
による分析

企業IT動向調査2017（16年度調査）の概要
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調査委員会（全体的な方針等を審議）
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※敬称略、企業名五十音順

（2017年3月現在）

1 委員長 村 林 聡 株式会社三菱東京UFJ銀行 専務取締役

2 委 員 三谷慶一郎
株式会社ＮＴＴデータ経営研究所

パートナー・情報戦略コンサルティングユニット長

3 委 員 山野井 聡 ガートナージャパン株式会社 リサーチ部門 バイスプレジデント

4 委 員 西川 清二 ドコモ・システムズ株式会社 代表取締役社長

5 委 員 室井 雅博 株式会社野村総合研究所 取締役副会長

6 委 員 志村 近史
株式会社野村総合研究所 人材開発部

/ 東京工業大学大学院 特任教授

7 委 員 吉本 康徳 UCCホールディングス株式会社 専務取締役 システム企画本部長



調査部会（分析・執筆を担当）
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事務局： 宮下 清 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会 常務理事
浜田 達夫 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会 参与
赤塚 美保 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会
各務 京子 一般社団法人 日本情報システム・ユーザー協会

※敬称略、企業名五十音順

（2017年3月現在）

1 部 会 長 志 村 近 史 （株）野村総合研究所 人材開発部 / 東京工業大学大学院 特任教授

2 副部会長 林 高 弘 コベルコシステム（株） 執行役員 システム事業部 副事業部長

3 委 員 瀬 川 将 義
（株）NTTデータ経営研究所

情報戦略コンサルティングユニット IT戦略コンサルティンググループ グループ長

4 委 員 中 尾 晃 政 ガートナージャパン（株） リサーチ部門 シニア アナリスト

5 委 員 村 上 和 宏 関西電力（株） ＩＴ戦略室 情報監理グループ マネジャー

6 委 員 向 正 道
新日鉄住金ソリューションズ（株）

ITインフラソリューション事業本部 ITサービス事業部 専門部長

7 委 員 鈴 木 謙 次
全日本空輸（株）

業務プロセス改革室 ＩＴサービス推進部 経営サポートシステムチーム リーダー

8 委 員 新 開 康 司 東京海上日動火災保険（株） IT企画部 基盤グループ 担当課長

9 委 員 坂 本 和 範 東京ガス（株） IT本部 ＩＴ活用推進部 通信・基盤グループ 基幹

10 委 員 大 森 雅 司 日本セキュリティオペレーション事業者協議会 普及啓発WG 運営委員

11 委 員 内 田 仁
東日本旅客鉄道（株）

総合企画本部 システム企画部 課長 事業・事務システム 管理グループリーダー

12 委 員 畠 山 靖 司 （株）三菱東京ＵＦＪ銀行 システム企画部 ITアカデミー長

13 委 員 小 林 寛 樹
（株）リコー コーポレート統括本部 ビジネスプロセス革新センター

グローバル戦略企画部 グローバルガバナンスG グループリーダー

14 オブザーバー 平 本 健 二 内閣官房 政府CIO上席補佐官 / 経済産業省 CIO補佐官



企業IT動向調査2017 調査項目
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■ アンケート調査項目

第1章 ITトレンド

第2章 IT予算

第3章 IT投資マネジメント

第4章 ビジネスのデジタル化

第5章 IT人材

第6章 グローバルIT戦略

第7章 システム開発

第8章 IT基盤

第9章 ワークスタイル

第10章 情報セキュリティ

第11章 BCP（事業継続計画）



企業IT動向調査2017（16年度調査）のテーマ
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多くのユーザー企業にとって、2016年から2017年はターニングポイントになることでしょう。

人工知能（AI）をはじめとする新しいテクノロジーへの対応、グローバル化のますますの進
展、少子高齢化により慢性的に不足する人材への対応、英国のEU離脱、保護主義の台頭
により混迷する世界経済への対応など、技術・社会・経済の激変が始まる年になるからで
す。

これまで企業経営の根幹を支えてきたユーザー企業のIT部門も、否応なく次の時代に向け
て大きく舵を切る必要が出てきました。

情報基盤のレガシー化、IT人材の高齢化や技術継承問題、情報セキュリティにおける脅威
の増大など、産業を問わず、企業のIT部門は岐路に立っています。一方、AIやビッグデータ、
IoTに代表される新たな情報技術の進展によって、埋もれていた情報資源を活用して付加価
値を得るなど、ビジネスのデジタル化への関心が高まってきました。こうした新たな事態に直
面し、IT部門はプロフェッショナル集団としてどのように関わっていくのか、その存在意義が
問われています。

これまでの企業IT動向調査では、企業のIT部門は「攻め」と「守り」の両立を推進する専門
責任が重要であることを明らかにしてきました。本年度はさらに1歩踏み込んで、IT部門だけ
でなく、経営層やユーザー部門などと連携して会社全体で取り組むべきテーマは何か、次世
代における「攻め」と「守り」とは何なのかを具体化し、IT部門が取り組むべき役割は何か、解
決すべき課題などを明らかにしていきます。

「ビジネスのデジタル化に向けたIT部門の挑戦」



（C）JUAS 2017 11

主な調査結果
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP



＜回答企業の業種別割合＞
（ 09年度までの業種区分「20業種」を、10年度より業種区分を変更し、日本標準産業
分類（平成19年11月改定）を参考に定めた業種に1業種を加え「27業種」とした）
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件数 割合

1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業 47 4.4%

2．繊維工業 8 0.7%

3．パルプ・紙・紙加工品製造業 10 0.9%

4．化学工業 59 5.5%

5．石油・石炭・プラスチック製品製造業 10 0.9%

6．窯業・土石製品製造業 19 1.8%

7．鉄鋼業 20 1.9%

8．非鉄金属・金属製品製造業 40 3.7%

9．電気機械器具製造業 51 4.8%

10．情報通信機械器具製造業 16 1.5%

11．輸送用機械器具製造業 44 4.1%

12．その他機械器具製造業 53 4.9%

13．その他の製造業 111 10.4%

488 45.6%

16年度

製
造
業

全体

件数 割合

14．農林漁業・同協同組合、鉱業 5 0.5%

15．建設業 90 8.4%

16．電気・ガス・熱供給・水道業 14 1.3%

17．映像･音声情報制作･放送･通信業 13 1.2%

18．新聞・出版業 5 0.5%

19．情報サービス業 43 4.0%

20．宿泊、飲食、旅行サービス業 26 2.4%

21．運輸業・郵便業 57 5.3%

22．卸売業 103 9.6%

23．小売業 61 5.7%

24．金融業・保険業 59 5.5%

25．医療業 7 0.7%

26．教育、学習支援 5 0.5%

27．その他の非製造業 95 8.9%

583 54.4%

非
製
造
業

全体

16年度



＜業種の特性を把握するため「7つの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて分析＞
※12年度より従来の「重要ｲﾝﾌﾗ」を「社会ｲﾝﾌﾗ」に変更
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ 件数 割合 属する業種

建築・土木 90 8.4 15．建設業

素材製造

213 19.9
1．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業、 2．繊維工業 、3．パルプ・紙・紙加工品製造業、
4．化学工業、 5．石油・石炭・プラスチック製品製造、 6．窯業・土石製品製造業
7．鉄鋼業、 8．非鉄金属・金属製品製造業

機械器具製造
275 25.7 9．電気機械器具製造業、 10．情報通信機械器具製造業

11．輸送用機械器具製造業、 12．その他機械器具製造業 13．その他の製造業

商社・流通 164 15.3 22．卸売業、 23．小売業

金融 59 5.5 24．金融業・保険業

社会インフラ
89 8.3 16．電気・ガス・熱供給・水道業、 17．映像･音声情報制作･放送･通信業、

18．新聞・出版業、 20．運輸業・郵便業

サービス

181 16.9 14．農林漁業・同協同組合、鉱業、 19．情報サービス業、
20．宿泊、飲食、旅行サービス業
25．医療業、 26．教育、学習支援、 27．その他の非製造業

全体 1071 100.0 

企業規模
（従業員数別）

回答件数
（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）

24.6 

21.1 

20.4 

24.2 

36.0 

13.8 

12.5 

30.9 

40.8 

41.1 

46.0 

40.3 

38.5 

32.8 

35.2 

42.7 

34.7 

37.8 

33.6 

35.5 

25.5 

53.4 

52.3 

26.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1059)

建築・土木（n=90)

素材製造（n=211)

機械器具製造（n=273)

商社・流通（n=161)

金融（n=58)

社会インフラ（n=88)

サービス（n=178)

300人未満 300～1000人未満 1000人以上



＜業績＞昨年に引き続き増収増益を見込む企業が多いが、減収減益
の企業が増加傾向にあり、少し弱含みの状況もみられる。
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46.1

46.6

51.8

60.8

40.7 

41.1 

40.1 

18.5 

15.7 

13.3

17.8

18.2

15.8

17.4 

17.1 

16.2 

7.7 

17.8 

13.9

16.3

11.6

8.9

16.3 

14.5 

20.2 

29.2 

15.5 

26.7

19.3

18.4

14.5

25.7 

27.2 

23.5 

44.6 

51.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度見込み（n=945）

15年度実績（n=978）

14年度実績（n=1076）

13年度実績（n=1093)

12年度実績（n=959)

11年度実績（n=978)

10年度実績（n=978)

09年度実績（n=1109)

08年度実績（n=940)

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益

年度別 業績（実績と見込み）



＜業績＞特に1000人以上の企業で減収減益の企業が大きく増加して
いる。
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46.1 

48.7 

48.7 

41.3 

46.7 

39.2 

49.4 

48.6 

51.6 

44.3 

52.5 

55.8 

60.8 

56.0 

60.1 

65.4 

13.3 

14.2 

13.7 

12.3 

17.7 

16.8 

18.4 

17.4 

18.3 

18.2 

18.3 

18.5 

15.9 

12.6 

15.5 

19.1 

13.9 

12.4 

13.9 

15.0 

16.3 

17.7 

14.8 

17.1 

11.7 

16.3 

10.2 

10.2 

8.7 

11.1 

8.1 

7.3 

26.7 

24.8 

23.7 

31.4 

19.3 

26.3 

17.4 

16.9 

18.3 

21.2 

19.0 

15.5 

14.6 

20.3 

16.3 

8.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=940)

300人未満（n=226)

300～1000人未満（n=380)

1000人以上（n=334)

全体（n=973)

300人未満（n=232)

300～1000人未満（n=391)

1000人以上（n=350)

全体（n=1069)

300人未満（n=264)

300～1000人未満（n=432)

1000人以上（n=373)

全体（n=1088)

300人未満（n=325)

300～1000人未満（n=381)

1000人以上（n=382)

1
6
年

度
見

込
み

1
5
年

度
実

績
1
4
年

度
実

績
1
3
年

度
実

績

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益

企業規模（従業員数）別 業績（実績と見込み）



16年度よりCIOの専任/兼任を聞いた。
CIOは増加傾向であるが、他の役職と兼任となっている割合が多い。
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1.3 

6.6 

5.5 

6.5 

8.3 

4.1 

12.9 

9.8 

12.0 

13.5 

7.3 

13.9 

36.0 

40.8 

46.7 

46.5 

47.3 

46.3 

56.2 

59.8 

63.4 

64.5 

18.9 

19.8 

16.0 

16.7 

0.0 

18.3 

16.7 

12.8 

9.7 

0.0 

36.5 

32.8 

31.8 

30.3 

44.4 

17.4 

14.2 

17.6 

14.9 

22.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度（n=687)

15年度（n=698)

14年度（n=694)

13年度（n=651)

10年度（n=757)

16年度（n=367)

15年度（n=365)

14年度（n=376)

13年度（n=309)

10年度（n=304)

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

役職として定義されたCIOがいる（専任） 役職として定義されたCIOがいる（他の役職と兼任）※１6年度より

IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる IT部門・業務を担当する部門長がそれにあたる

CIOはいない、あるいはCIOに対する実質的な認識はない

年度別
CIOの配置状況



＜CIO(最高情報責任者)の設置状況と出身母体＞業種別では金融の
CIO設置割合が突出して多い。CIOやIT部門長の出身母体は他部門
からの異動が50％を超えている。IT部門出身者は20％強にとどまる。
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2.3

4.4

1.4

1.5

1.2

13.8

1.1

1.1

9.6

5.6

9.0

11.3

6.7

15.5

11.4

9.4

39.4

38.9

45.5

41.8

36.8

44.8

36.4

30.9

18.8

20.0

19.4

16.0

17.8

19.0

15.9

23.8

30.0

31.1

24.6

29.5

37.4

6.9

35.2

34.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1066)

建築・土木（n=90)

素材製造（n=211)

機械器具製造（n=275)

商社・流通（n=163)

金融（n=58)

社会インフラ（n=88)

サービス（n=181)

役職として定義されたCIOがいる（専任） 役職として定義されたCIOがいる（他の役職と兼任）

IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる IT部門・業務を担当する部門長がそれにあたる

CIOはいない、あるいはCIOに対する実質的な認識はない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
CIOの配置状況

他部門から異動

52.8%

IT部門出身

21.3%

その他

9.4%

外部企業（ユーザ企業）から招聘

7.8%

外部企業（IT関連企業）から招聘

3.9%

海外拠点のIT部門から異動

0.4% わからない

4.4%

(n=727)

CIO・IT部門長・
担当役員の前職



CISOの設置状況は業種別では社会ｲﾝﾌﾗと金融で設置が進み、売上
高別では1兆円以上の企業で設置が進んでいる。

（C）JUAS 2017 19

21.4

22.7
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23.9

13.0

32.8

33.7

23.3

8.2

13.6
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6.3

4.3

8.6

7.0

9.4

1.8

0.0

3.3

0.7

1.2

3.4

3.5

1.7

68.6

63.6

71.8

69.1

81.4

55.2

55.8

65.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1054)

建築・土木（n=88)

素材製造（n=209)

機械器具製造（n=272)

商社・流通（n=161)

金融（n=58)

社会インフラ（n=86)

サービス（n=180)

設置済み 検討中 検討後見送り 未検討

21.6

15.6

18.2

31.9

40.4

8.2

8.0

7.4

10.1

9.6

1.9

4.0

1.3

0.5

3.8

68.3

72.4

73.1

57.5

46.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1011)

100億円未満（n=225)

100億～1000億円未満（n=527)

1000億～1兆円未満（n=207)

1兆円以上（n=52)

設置済み 検討中 検討後見送り 未検討

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
CISO（ｾｷｭﾘﾃｨ
担当役員）の
設置状況

売上高別
CISO（ｾｷｭﾘﾃｨ
担当役員）の
設置状況



経営戦略とIT戦略が密接な関係にある（無くてはならない、経営戦略の一
施策）と回答した企業が、業種別では金融が92.8％、売上高別では1兆円
以上の企業が9割と群を抜いて高い。
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14.0 
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16.7 

20.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1034)

建築・土木（n=86)

素材製造（n=208)

機械器具製造（n=269)

商社・流通（n=156)

金融（n=56)

社会インフラ（n=84)

サービス（n=175)

経営戦略を実現するためにIT戦略は無くてはならない 経営戦略の一施策としてIT戦略がある

経営戦略はIT戦略以外の戦略が重要となる IT戦略自体の検討がなされていない

19.9

14.5

15.7

26.7

60.0

46.4

39.4

47.8

54.5

30.0

16.9

15.8

20.2

12.4

6.0

16.8

30.3

16.3

6.4

4.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=994)

100億円未満（n=221)

100億～1000億円未満（n=521)

1000億～1兆円未満（n=202)

1兆円以上（n=50)

経営戦略を実現するためにIT戦略は無くてはならない 経営戦略の一施策としてIT戦略がある

経営戦略はIT戦略以外の戦略が重要となる IT戦略自体の検討がなされていない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
経営戦略
（企業・事業戦略）と
IT戦略の関係性

売上高別
経営戦略
（企業・事業戦略）と
IT戦略の関係性
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連結売上高別
直近3年間の
M&Aの状況
（複数回答）
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18.6 
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0.0 

0.0 

64.1 

70.7 

73.0 

59.2 

39.3 
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全体（n=693）

100億円未満（n=82）

100億～1000億円未満

（n=304）

1000億～1兆円未満

（n=218）

1兆円以上（n=89）

（％）

国内の企業を買収した

海外の企業を買収した

国内の企業に買収された

海外の企業に買収された

企業買収の動きはなかった



（C）JUAS 2017 22

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
直近3年間の
M&Aの状況
（複数回答）
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18.4 
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0.0 

0.0 
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0.6 
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70.5 

66.8 

71.3 

88.1 

79.1 

70.2 
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建築・土木（n=89）

素材製造（n=207）

機械器具製造（n=268）

商社・流通（n=160）

金融（n=59）

社会インフラ（n=86）

サービス（n=178）

（％）

国内の企業を買収した

海外の企業を買収した

国内の企業に買収された

海外の企業に買収された

企業買収の動きはなかった
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



新たなﾃｸﾉﾛｼﾞｰとして、IoTやﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ、AI、各種ｸﾗｳﾄﾞ等は積極的な
検討が進む。一方で、EA、BABOK等の「方法論・ﾌﾚｰﾑﾜｰｸ」の関心は
低い。
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普及率順
新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
やﾌﾚｰﾑﾜｰｸ
の導入状況
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23.7

20.6

14.0

28.6

23.7

20.0

15.1

15.7

22.0

13.3

11.0

14.4

8.0

8.1

12.0

13.8
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7.7
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7.9

6.2
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6.5
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5.1

4.5

3.1

5.4

7.2

2.7

6.7

3.2

1.2

3.9

5.2

18.9

2.5

1.5

4.9

2.6

2.1

3.2

4.6

3.4

3.2

2.4

3.3

4.9

2.5

1.7

1.8

2.0

2.0

3.3

1.2

1.5

1.8

23.8

26.4

36.7

33.4

40.0

56.3

56.0

57.0

47.1

66.6

70.9

71.0

73.6

75.1

75.5

74.0

75.7

77.0

78.7

79.4

78.5

83.1

84.1

85.1

85.2

87.5

88.0

90.3

90.7

94.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑫パブリック・クラウド（SaaS）（n=1039）

⑪パブリック・クラウド（IaaS、PaaS）（n=1036）

⑳モバイルアプリケーション（n=1022）

⑩プライベート・クラウド（n=1037）

⑱MDM（モバイルデバイスマネジメント）（n=1034）

①IoT（n=1035）

⑲ビッグデータ（n=1035）

⑮経営ダッシュボード（n=1034）

㉚BYOD（n=1032）

⑯マスターデータ管理（n=1029）

⑦AI（n=1034）

②インメモリ・データベース管理システム（n=1033）

⑭PLM（製品ライフサイクル管理）（n=1033）

㉘SIEM（n=1028）

③3Dプリンティング（n=1033）

㉔ITIL（n=1027）

⑬タレントマネジメント（n=1032）

⑤ウェアラブルデバイス（n=1032）

⑧SDｘ（SDN、SDSなど）（n=1034）

㉑エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=1020）

㉓COBIT（n=1026）

④AR（拡張現実）（n=1032）

⑥ロボット(人型）（n=1036）

⑨ドローン（n=1033）

⑰BRMS（n=1013）

㉕DevOps（n=1023）

㉒BABOK（n=1022）

㉗デザイン思考（n=1018）

㉙アプリケーション・テスティング（n=1027）

㉖IT-CMF（n=1023）

普
及

率
高

普
及

率
中

普
及

率
低

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討



BYODが突出しているが、ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革に対する期待が高い反面、
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝなどの個人所有端末を使った外部からのｱｸｾｽに対して、
ｾｷｭﾘﾃｨ上の不安を感じている企業が多い。
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「検討後見送り」
となったﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
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⑤ウェアラブルデバイス（n=1032）

⑥ロボット(人型）（n=1036）

⑦AI（n=1034）

⑧SDｘ（SDN、SDSなど）（n=1034）

⑨ドローン（n=1033）

⑩プライベート・クラウド（n=1037）

⑪パブリック・クラウド（IaaS、PaaS）（n=1036）

⑫パブリック・クラウド（SaaS）（n=1039）

⑬タレントマネジメント（n=1032）

⑭PLM（製品ライフサイクル管理）（n=1033）

⑮経営ダッシュボード（n=1034）

⑯マスターデータ管理（n=1029）

⑰BRMS（n=1013）

⑱MDM（モバイルデバイスマネジメント）（n=1034）

⑲ビッグデータ（n=1035）

⑳モバイルアプリケーション（n=1033）

㉑エンタープライズアーキテクチャー（EA）（n=1020）

㉒BABOK（n=1022）

㉓COBIT（n=1026）

㉔ITIL（n=1027）

㉕DevOps（n=1023）

㉖IT-CMF（n=1023）

㉗デザイン思考（n=1018）

㉘SIEM（n=1028）

㉙アプリケーション・テスティング（n=1027）

㉚BYOD（n=1032）
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（％）



業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にみると「機械器具製造」「素材製造」で導入・検討が進
み、「導入済み」から「検討中」までの合計が過半数超え。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IoTの
導入状況

5.3

4.7

5.8
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1.7

10.6

4.0

8.6

12.9

10.2

13.5

6.3
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7.1

2.8

28.6
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14.5

27.6

23.5

20.5

1.2

0.0

1.0

0.4

5.0

0.0

0.0

0.6

56.3

54.1

45.1

41.4

73.0

70.7

58.8

72.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1035）

建築・土木（n=85）

素材製造（n=206）

機械器具製造（n=266）

商社・流通（n=159）

金融（n=58）

社会インフラ（n=85）

サービス（n=176）

導入済み 試験導入中・導入準備中 検討中 検討後見送り 未検討



ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を進めるための新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰが、企業から重視され
ている。
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経営ダッシュボード
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ロボット（人型）

タレントマネジメント
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（％）

1位（n=929）

重視すべきﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
（1位から3位の合計）

重要度：高

重要度：低



最も注目されるﾃｸﾉﾛｼﾞｰのIoTは、「生産性の向上」や「新規ﾋﾞｼﾞﾈｽの
創出」で高い期待。
2位のﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀは「営業力の強化」や「新規ﾋﾞｼﾞﾈｽの創出」が。
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ビッグデータ(n=263)
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(n=255)

パブリック・クラウド（SaaS）

(n=223)

AI(n=210)

経営ダッシュボード(n=182)

モバイルアプリケーション

(n=173)

プライベート・クラウド(n=169)

マスターデータ管理(n=86)

BYOD(n=75)

新規ビジネスの創出 営業力の強化

生産性の向上（省力化・コスト削減） 商品・サービスの差別化

グローバル化への対応 顧客サービスの向上

経営情報の把握 品質向上

ワークスタイル改革 わからない

重視するﾃｸﾉﾛｼﾞｰとして位置付けた理由



IoTの課題は「関連技術の習得や選択」が最も高く、次いで「導入する
目的の明確化」「費用対効果の説明」。
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関連技術の習得や選択 人材の育成
体制／組織の整備 導入する目的の明確化

対象業務の選定 事業部門の理解
経営層の理解 費用対効果の説明
今までのIT部門の取り組みとの違いの説明 ベンダーの支援体制
新たなテクノロジーの目利き わからない

重視するﾃｸﾉﾛｼﾞｰを進めるにあたっての課題
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



16年度計画のIT予算。15年度計画に比べDI値（21.7）がわずかに減少
。17年度のIT予算（予測）。 16年度計画に比べDI値（17.7）が減。IT予
算の増加傾向は鈍化。
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伸び率は減少したが、依然高水準。
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ＩＴ予算（増減、ＤＩ値）の推移

・17年度ＩＴ予算（予測）の対前年度伸び率は、頭打ちも、直近10年中で第3位
・「対前年度予算と変わらない」層が増加
・【今後の視点】 8 ～10年の長期サイクルか、近年の投資判断の傾向か
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100億～1000億円未満の企業が、最もIT投資意欲が旺盛。
企業の売上高規模が大きいほど、「IT予算減少」の割合が多い。
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売上高別 ＩＴ予算の増減

・「業種グループ別」や「開発費／保守運用費」に区切っても同様の傾向
・保守運用費の削減を前提とした、開発の成功事例がありそう
・【今後の視点】 「IT予算減少」か、「別の目的のＩＴ投資」か
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「建築・土木」は2020年の東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸの開催を控え、いず
れの層も大幅増加予測。一方「金融」は前年度から急激に減少。特に
1000億円以上が低い。
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「10％以上増加」の企業。「ｼｽﾃﾑ更新」が最も多く、次いで「新規ｼｽﾃﾑ
導入」。一方「 10％以上減少」は「前年度の反動減」が突出。
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16年度にIT予算が10％
以上増加した主な理由
（回答数）

16年度にIT予算が10％
以上減少した主な理由
（回答数）

システム更新 82

新規システム導入、新規事業 52

人員増加 11

セキュリティ対策 7

法・制度改正対応 4

新規ビジネス 4

業務改善 3

その他 7

合計 170

前年度の反動減 54

業績悪化等による費用削減 5

IT投資削減・抑制による費用削減 5

IT投資効果による削減 4

その他 2

合計 70



IT予算の比率は、単純平均で2.40％、ﾄﾘﾑ平均値で1.08％。
例年突出して高い「金融」は今回も単純平均で7.23％、ﾄﾘﾑ平均値で
6.73％
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昨年度と同様、今年も「営業利益率が増加するとIT予算比率が上昇す
る」傾向がみられた。

（C）JUAS 2017 37

1.08 1.00

0.86

1.77

0.75
0.66 0.72

1.30

0.71

0.50

0.70

1.04

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

0％未満

（n=36）

0％以上3％未満

（n=178）

3％以上10％未満

（n=234）

10％以上

（n=127）

トリム平均値

20％足切

トリム平均値

50％足切

中央値

（％）

営業利益率別 売上高に占めるIT予算比率



（C）JUAS 2017 38

主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



IT投資で解決したい経営課題は、「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化」「迅速な業績
把握、情報把握」が主軸。「企業としての社会的責任の履行」「社内ｺﾐ
ｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」も高い。
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(→)営業力の強化

(↑)IT開発・運用のコスト削減

(→)グローバル化への対応

(↑)ビジネスモデルの変革

(↓)顧客重視の経営

(→)企業としての社会的責任の履行（セキュリティ確保、個人情報の

保護等）

(↓)業務プロセスの質・精度の向上（ミス、欠品削減等）

(↑)商品・サービスの差別化・高付加価値化

(↓)社内コミュニケーションの強化

(→)業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

(→)企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

(→)BCP（事業継続計画）の見直し

(→)経営の透明性の確保（内部統制、システム監査への対応等）
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IT投資で解決したい
中期的な経営課題
（1位・2位・3位）
・1位の降順

（矢印は15年度調査
と比べ第1位回答率の
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「経営戦略とIT戦略の関係が強い」企業は、他と比べて「攻め」のﾃｰﾏ
の「ﾋﾞｼﾞﾈｽモデルの変革」「顧客重視の経営」「商品・ｻｰﾋﾞｽの差別化・
高付加価値化」の比率が大幅に高い。
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業務プロセスのスピードアップ（リードタイム短縮等）

BCP（事業継続計画）の見直し

経営の透明性の確保

(内部統制、システム監査への対応等)

「
攻

め
」の

IT
投

資
「守

り
」
の

IT
投

資

（％）

経営戦略を実現するためにIT戦略
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経営戦略はIT戦略以外の戦略
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経営戦略とIT戦略の関係別
IT投資で解決したい中期的
な経営課題（1位）



うまく経営課題にIT投資が振り向けられている企業は、経営との共通
認識がしっかりできている。同時に、ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｲﾄﾞの要求にうまく応えら
れていることも。
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分類 回答件数 主な内容

経営との共通認識形成 98 経営層との意思確認を行い、やるべき事を明確化しているため

定期的に経営層へ課題について説明しているため

経営層が課題を認識し、プロジェクト体制や予算取りに対して協力していた

だけたことから

ビジネス・業務改革の提

案・推進

42 業務を見直した上で、必要なシステムを構築していることから

事業部門と密に連携している、会話を行っていることから

グループ統一のパッケージ導入や標準化を推進していることから

計画的なIT投資 33 部門の中期経営計画に織り込み、投資を重点的に行っているため

長期の経営計画に対する組み込みより

トップダウン 19 経営トップがIT活用に積極的

経営層がIT活用の力を知っているから

ITガバナンスの推進 11 IT投資に関する意思決定、権限がIT部門に委任されているため

サイバーセキュリティの対応強化、充実していることから

その他 17 クラウド化による開発スピードアップ等、開発手法の獲得したことから

「IT投資の経営課題への優先振り向け」がうまくいっている理由



売上高別では大きい企業ほど、また、業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別では「金融」「社会
ｲﾝﾌﾗ」が、経営戦略とIT戦略の関係が強い。情報ｼｽﾃﾑへの依存度の
高さによるため。
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経営戦略はIT戦略以外の戦略が重要となる IT戦略自体の検討がなされていない
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社会インフラ（n=84)
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経営戦略を実現するためにIT戦略は無くてはならない 経営戦略の一施策としてIT戦略がある

経営戦略はIT戦略以外の戦略が重要となる IT戦略自体の検討がなされていない

売上高別
経営戦略とIT戦略の関係

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
経営戦略とIT戦略の関係



計画中も含めると、近年、「新しい商品・ｻｰﾋﾞｽの創出」、「ﾃﾞｰﾀ分析の
高度化などによる情報活用」等の伸びが大きく、 ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲ
ﾉﾍﾞｰｼｮﾝの目的に変化がみられる。
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ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝへの取組みの変化（全体）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



売上高1兆円以上の企業では、半数近くがすでにﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を実施して
おり、検討もしていない企業は1割程度。
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100億～1000億円未満（n=520）

1000億～1兆円未満（n=208）

1兆円以上（n=52）

実施している（成果あり） 実施している（効果検証中） 検討中

関心はあるが検討していない 関心なし（検討もしていない）
5.4 

6.8 

3.8 

3.4 

3.8 

12.5 

8.2 

7.5 

7.1 

5.7 

5.2 

10.1 

3.8 

5.4 

7.1 

9.2 

26.9 

21.6 
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34.8 

18.8 

50.0 

28.2 

17.9 

46.2 

53.4 

51.2 
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28.6 

45.9 

48.6 

14.4 

12.5 

13.7 
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22.5 
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10.6 

16.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1040）

建築・土木（n=88）

素材製造（n=211）

機械器具製造（n=267）

商社・流通（n=160）

金融（n=56）

社会インフラ（n=85）

サービス（n=173）

実施している（成果あり） 実施している（効果検証中） 検討中

関心はあるが検討していない 関心なし（検討もしていない）

売上高別
ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化
の検討状況

業種別
ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化
の検討状況



製造業では設備管理や生産管理にIoT、非製造業ではCRMにﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰ
ﾀ、AIを活用。その他に新ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｻｰﾋﾞｽやFintechも目立つ。
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製造業におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の取組み
（自由記述ｺﾒﾝﾄ分類）

活用目的 件数

設備管理 36

生産管理 34

新ビジネス・サービス
・商品化

23

顧客行動分析・CRM 15

その他 26

活用目的 件数

顧客行動分析・CRM 22

新ビジネス・サービス
・商品化

14

Fintech 18

設備・運行管理 5

予測業務 5

その他 53

非製造業におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の取組み
（自由記述ｺﾒﾝﾄ分類）



「経営戦略とIT戦略の関係が強い」企業の方が、ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の
実施・検討が進んでいる。ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の検討には経営戦略を踏まえたIT
戦略の立案が必要。
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経営戦略を実現するためにIT戦略

は無くてはならない（n=207）

経営戦略の一施策として

IT戦略がある（n=473）

経営戦略はIT戦略以外の

戦略が重要となる（n=167）

IT戦略自体の検討が

なされていない（n=163）

実施している（成果あり） 実施している（効果検証中） 検討中

関心はあるが検討していない 関心なし（検討もしていない）

経営戦略とIT戦略の関係別 ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の検討状況



ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化企画の推進は半数以上の企業がIT部門と事業部門の共同ﾁ
ｰﾑ。大企業ほどIT部門と事業部門の共同でﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の企画と推進。ﾃ
ﾞｼﾞﾀﾙ化専門部門はまだ少ない。
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デジタル化専門部門中心 IT部門と事業部門の共同チーム中心（組織化はされていない）

その他

売上高別 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化企画の中心組織
IT部門または事業部門が中心
で推進する場合でも多くの企
業が他部門との連携を重視
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ビジネスを創出する

他社の事例を調査し、助言する

新技術を調査し、

導入できるようにする

素早く導入・変更できる

ITインフラを用意する

既存システムとの連携を

しやすくする

データを分析・活用しやすい

仕組みを作る

セキュリティを強化する

その他

(％)

1位（n=397）

2位（n=394）

3位（n=380）

IT部門に重視される役割は、「技術の目利き」とｽﾋﾟｰﾃﾞｨでかつ柔軟性
のあるﾃﾞｰﾀ連携した「ｼｽﾃﾑ整備」と考えられる。
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ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化においてIT部門に重視される役割



ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を実施している企業。「技術の目利き」「ｲﾝﾌﾗ提供」「ﾋﾞｼﾞﾈｽ
創出」は過半数が期待に応えているが、「ﾃﾞｰﾀの分析基盤」は3割程
度とまだ発展途上。
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ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化検討状況別 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化におけるIT部門の期待達成度（第1位）



デジタル化が進んでいるほど、自社、社外を含む情報ｼｽﾃﾑの全体像
を描いている企業は多い。
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全体（n=405）

実施している（成果あり）（n=56）

実施している（効果検証中）（n=73）

検討中（n=276）

自社保有のシステムだけでなく、社外（協力企業、サービス提供者）のデジタル化の全体像まで描いている

自社を中心にデジタル化の全体像を描いている
IT基盤、セキュリティ等の必要な対策について検討している
他社の取り組み状況の様子を見ている

漠然と必要性を感じるが具体的な検討は行っていない
自社ビジネスにとっては必要性が低い

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化検討状況別 情報ｼｽﾃﾑの全体像の定義度合



全般的には、約半数の企業がIT部門の判断でﾃﾞｼﾞﾀﾙ化予算を確保。
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の取組みが進んでいる企業ほど、経営や事業部門が予算確
保を要請。
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経営からの要請によりIT部門で新規予算を確保 事業部門からの要請によりIT部門で新規予算を確保

IT部門が起案し新規予算を確保 IT部門内の既存予算から捻出

IT部門以外の組織で予算を確保（IT部門は間接的な支援） 予算を確保する予定はない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の予算確保状況



多くの企業において、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化推進においては既存ﾍﾞﾝﾀﾞｰだけでなく
、これまで付き合いのなかったﾍﾞﾝﾀﾞｰやﾍﾞﾝﾁｬｰ企業と付き合いを始め
ている。
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ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化検討ｽﾃｰｼﾞ別 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化協力ﾍﾞﾝﾀﾞｰの選定状況
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0.8 

0.0 

1.4 

0.7 

8.1 

8.9 

5.7 

8.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=397）

実施している（成果あり）（n=56）

実施している（効果検証中）

（n=70）

検討中（n=271）

過去開発運用等を委託しているベンダー 新技術を保有している大手ベンダーを新たに開拓

新技術を保有しているベンチャー企業を新たに開拓 大学や各種研究機関

その他



社外との連携、社外からの情報収集、ﾊｯｶｿﾝの開催、社内部門横断連
携など「他」との協業・連携によるｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを多くの企業は実施
・検討している。
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 カテゴリ分類 件数 自由記述コメント（取り組み）

IT基盤の整備 16  サーバーの強靭化

 基幹業務システムの見直し

・ クラウド(Iaas、Saas)活用とセキュリティを考慮した基準づくり

社外との協業・連携 15  IT関係会社に対し、トライアルのモデル企業となって相互協力している

 開発ベンダーとの定例会

 社外オープンイノベーションのための機会増加

ハッカソン・アイデアソン・デザイ

ンシンキング

13  ハッカソンの開催

・ アイデアソンの開催

・ デザインシンキング等から新たな発想を具体的に取込める様に活動を進めている

情報収集・調査 8  セミナー等への積極的な参加を図る

 新技術を有するベンダーから情報収集

 他社事例を集収している

社内の部門横断連携 4  業務部門との定期的なミーティングによる要件のヒアリング

 データ活用・ビッグデータ研究など部門横断ワーキングチームの取組み

専門組織の設立 3  イノベーションラボの設立、ICTを活用した革新的な新事業の立上げと機動的なプロトタイプの

開発を担う組織として設立

 IT部門と管轄役員を中心に事業部門の各部門長とプロジェクトチームを発足

情報の電子化 2 ・ プロジェクト文書とトランスアクションの電子化

人材育成の強化 2 ・社外から講師を招き、先進技術の研修を開催し、人材を育成

CDOの設置 1 ・ CIOとは別にCDO(Chief Digital Officer)の設置

その他 10  発案の促進とPOC(Proof of Conncept)による検証

 ベンチャー企業に出資、新規ビジネスのアイデアを募り一部の実現に向けて検討中

・ビジネス人材だけでなく、エキスパート人材も多く 配置することによって、イノベーションを

生み出そうとしている

検討中 3 次期中計のテーマとして検討中

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を進めるための具体的な取組み
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



20.9 

38.5 

13.2 

8.8 

1.6 

3.8 

9.3 

1.1 

1.1 

1.6 

8.4 

17.3 

11.7 

15.1 

6.1 

16.2 

12.3 

5.6 

7.3 

0.0 

9.3 

8.7 

8.1 

14.0 

6.4 

18.6 

15.1 

6.4 

12.2 

1.2 

0 20 40 60 80
（％）

あまり実行、実現できていない

1位（n=182）

2位（n=179）

3位（n=172）

19.6 

32.8 

21.2 

2.8 

0.4 

8.0 

8.8 

2.8 

3.2 

0.4 

3.6 

18.9 

16.9 

9.2 

2.4 

18.5 

19.3 

5.6 

5.6 

0.0 

7.9 

7.9 

11.6 

9.5 

2.5 

18.7 

14.9 

8.3 

17.8 

0.8 

0 20 40 60 80

経営者の理解・合意形成

経営戦略上の必要性、IT

部門の役割の明確化

IT部門の部門長やマネー

ジャーの関与度合い

人事部門との合意形成

効果額の算定、明示

新技術等、環境変化に対

応する必要性の明確化

現状のシステム課題の

明確化

情報子会社も含めたトー

タルの育成計画の策定

環境変化に応じたタイム

リーな育成計画の修正

その他

（％）
概ね実行、実現されている

1位（n=250）

2位（n=249）

3位（n=241）

人材育成計画の実行・実現には「IT部門の部門長やﾏﾈｰｼﾞｬｰの関与
度合い」が重要である。
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IT部門の人材育成計画の重要成功要因（実行、実現度合別）

高

低



ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を実施している企業は、「IT戦略担当」と「業務改革
推進担当」をより重要視。ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の推進には、IT戦略と業
務改革の融合が必要。
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30.8

17.6

9.9

16.5

7.7

5.5

4.4

0.0

1.1

6.6

0.0

15.7

18.0

15.7

15.7

7.9

9.0

4.5

6.7

3.4

2.2

1.1

6.7

13.3

13.3

6.7

18.9

8.9

8.9

8.9

10.0

2.2

2.2

0 20 40 60 80

IT戦略担当

業務改革推進担当

プロジェクトマネジメント担当

システム企画担当

情報セキュリティ担当

運用管理・運用担当

新技術調査担当

データ分析担当

データマネジメント担当

開発担当

ベンダーマネジメント担当

（％）

1位（n=91）

2位（n=89）

3位（n=90）

ビジネスのデジタル化実施企業における重要視する人材タイプ（上位3位）



人材不足･今後強化の方向性の中、その人材ｿｰｽはどこから。
5割前後が「IT部門の人材を育成（新卒採用を含む）」。その他は自部
門以外のﾘｿｰｽに
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53.6 

51.4 

44.4 

54.2 

45.0 

57.7 

57.4 

56.7 

54.6 

44.8 

49.5 

62.2 

25.0 

23.6 

15.5 

17.0 

18.9 

21.4 

21.2 

21.4 

22.5 

18.7 

15.8 

17.1 

12.8 

8.3 

22.1 

11.8 

13.1 

11.4 

11.6 

9.9 

8.3 

7.6 

9.4 

9.4 

1.5 

2.2 

11.7 

5.3 

12.7 

3.3 

2.7 

2.5 

2.3 

2.9 

2.5 

1.8 

2.5 

1.1 

1.8 

2.1 

1.7 

2.0 

2.9 

1.9 

2.1 

1.3 

1.2 

1.3 

1.2 

3.7 

1.2 

3.1 

2.0 
0.8 

1.2 

3.3 

2.6 

8.6 

8.9 

4.2 

2.8 

9.1 

2.3 

5.1 

5.0 

2.6 

2.3 

3.6 

7.0 

15.4 

12.1 

2.9 

0.6 

0.6 

1.0 

1.4 

1.7 

0.9 

0.9 

0.9 

0.7 

0.8 

0.6 

1.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門要員全体として（n=673）

新技術調査担当（n=628）

業務改革推進担当 （n=606）

データマネジメント担当（n=583）

データ分析担当（n=544）

IT戦略担当（n=660）

システム企画担当（n=666）

プロジェクトマネジメント担当（n=646）

情報セキュリティ担当（n=702）

開発担当（n=630）

運用管理・運用担当（n=652）

ベンダーマネジメント担当（n=596）

IT部門内の人材を育成（新卒採用を含む） IT系人材の中途採用（M&Aを含む）

事業部門の適正人材をIT部門へ異動 事業部門で人材を育成（事業部門が担当）

情報子会社の適正人材をIT部門へ出向 情報子会社に委託

社外（グループ外）に委託（情報子会社からの委託を含む） その他

人材ﾀｲﾌﾟ別 人材ｿｰｽ（1位）



IT部門が魅力ある部門でないと感じる企業が全体の4分の3に。
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非常にそう思う

2.4 

どちらかといえばそう思う

22.4 

どちらかといえばそう思わない

54.5 

まったくそう思わない

20.6 

n=1027

IT部門が魅力的な部門として社内で認識されている状況



業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にみると、「金融」が最も魅力的。事業そのものがITを基
盤に。更にITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽ変革も進んでいることなどが背景に。
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2.3 

1.0 

1.9 

1.3 

8.9 

4.9 

2.9 

15.9 

21.2 

23.4 

18.5 

28.6 

23.2 

26.9 

64.8 

54.8 

54.4 

56.7 

46.4 

61.0 

46.9 

17.0 

23.1 

20.3 

23.6 

16.1 

11.0 

23.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=88）

素材製造（n=208）

機械器具製造（n=261）

商社・流通（n=157）

金融（n=56）

社会インフラ（n=82）

サービス（n=175）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない まったくそう思わない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別
IT部門が魅力的な部門として社内で認識されている状況



経営戦略とIT戦略の関係性が強い企業ほど、IT部門が魅力的な部門
として社内に認識。

（C）JUAS 2017 61

7.3 

2.0 

0.0 

0.0 

37.4 

21.7 

18.7 

10.2 

49.0 

62.2 

56.0 

37.1 

6.3 

14.1 

25.3 

52.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営戦略を実現するためにIT戦略は

無くてはならない（n=206）

経営戦略の一施策としてIT戦略がある

（n=460）

経営戦略はIT戦略以外の戦略が

重要となる（n=166）

IT戦略自体の検討がなされていない

（n=167）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない まったくそう思わない

経営戦略とIT戦略の関係別
IT部門が魅力的な部門として社内で認識されている状況



IT部門での経験がその後のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟにつながると回答した割合は、6
年前より低下。
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14.2 

18.2 

41.0 

43.3 

31.7 

30.9 

13.1 

7.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度調査（n=1029）

10年度調査（n=1087）

非常にそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない まったくそう思わない

年度別 IT部門での業務経験がその後のキャリアアップに有益か



IT部門の魅力度がある企業では、8割以上がｷｬﾘｱｱｯﾌﾟに有益と回答
。好循環が生まれている。
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76.0 

20.4 

25.9 

12.2 

4.7 

10.1 

20.0 

60.9 

56.9 

40.6 

23.6 

35.9 

4.0 

16.5 

15.3 

42.4 

23.1 

37.1 

0.0 

2.2 

2.0 

4.8 

48.6 

16.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①非常にそう思う（n=25）

②どちらかといえばそう思う（n=230）

①と②の合計（n=255）

③どちらかといえばそう思わない

（n=559）

④まったくそう思わない（n=212）

③と④の合計（n=771）

IT部門の魅力度

キャリアアップに有益か

非常にそう思う どちらかといえばそう思う

どちらかといえばそう思わない まったくそう思わない

IT部門の魅力度別
IT部門での業務経験がその後のｷｬﾘｱｱｯﾌﾟに有益か



IT部門を魅力ある部門とするための具体的取組み・・・自由記述。
多数から回答を得た。本ﾃｰﾏについての課題認識や関心の高さ
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ご意見（分類） 回答数 具体的コメント（抜粋）

① ＩＴ部門からの社内への情報発信、
コミュニケーションの充実

54 ・当社の社員に対して、システム研修を行い、システム部門の魅力
をアピールしている

・定期的な全社に対するアンケートを行っている
・年次報告書にて、実績及び今後の取組みに関するレポート作成。
・IT部門長がポリシー(ミッション、スタンス、モットー)を策定し

常に内外に発信する
② IT部門の役割・業務の明確化と意識改革の実施 38 ・経営課題への素早い対応（IT業務範囲外を含む）

・IT戦略=営業戦略となる構造が必要
・IT部門内にノウハウをたくわえ、ベンダーに丸投げではなく

自らで解決する体制
③ 業務の理解、業務改革、営業・増収提案の

企画力の強化
35 ・お客様のサービスに直結するシステム運営に携わる

・ビジネス部門へIT活用施策を継続的に提案
・情報子会社の担当者が事業現場へ赴き、現場担当者と協業して

業務改善を図る
④ 経営者の意識改革、経営者とのコミュニケーション 18 ・管掌役員に定期的に業務報告(プレゼン)をしている

・経営陣向けのIT基礎講座を開催。

⑤ 事業部門との人事ローテーションの実施 16 ・IT部門で業務知識を持つ優秀な人材は、積極的に事業、
管理部門へ異動

・技術系新入社員を受け入れて育成し、社内の各部門へ
配属させることでIT部門の理解を高める

：

⑪ 打つ手なし 20 ・あくまでも黒子的な役割の為、大きな動きはしていない
・会社として認識されていないもしくは底辺の仕事になっている
・IT部門は社内のサービス業的立場。運用ミスのフォローとクレー

ム受付ばかり。どちらかと言えば、ユーザ部門に嫌われる側で魅
力など無い。責任感のみである。

（※1社で複数種類のコメントとしてカウントしているケースがあり、回答数と合計数は一致していない。）

IT部門を魅力ある部門とするための具体的取組み（自由記述）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



「地域ごとに統一・標準化」のＩＴｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ達成度は、「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙで統一・
標準化」のｹｰｽと比べ、低い。地域IT要員の安定確保などの課題もあ
る。
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2.9 

4.1 

6.9 

4.5 

8.0 

37.7 

40.5 

42.6 

37.8 

39.1 

47.8 

45.9 

40.6 

49.5 

40.2 

11.6 

9.5 

9.9 

8.1 

12.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

情報セキュリティ（n=69）

IT戦略（n=74）

IT基盤（n=101）

業務システム（n=111）

IT購買（n=87）

達成できている かなり達成できている あまり達成できていない まったく達成できていない

「地域ごとに統一・標準化」を基本方針とする企業のITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ達成度



ｸﾗｳﾄﾞ導入が進んでいる企業の方が業務ｼｽﾃﾑの統一、標準化が進ん
でいる。ｸﾗｳﾄﾞが有効な手段。
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17.7

14.0

45.2

38.0

30.6

34.0

6.5

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SaaS 導入済み（n=62）

SaaS 未導入（n=50）

達成できている かなり達成できている あまり達成できていない まったく達成できていない

SaaS導入状況別 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ「業務ｼｽﾃﾑ」達成度



連結売上高1000億円未満の企業は「海外の事業拠点に任す」「未定」が半数以
上。一方、1000億円以上は「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ、地域ごとに統一・標準化」の割合が増大。
1000億円未満の企業は海外拠点にIT組織を設置していない場合が多いから。
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26.9 

34.1 

55.1 

85.7 

27.3 

26.6 

48.5 

52.8 

20.9 

20.2 

34.6 

44.4 

19.4 

19.0 

28.7 

33.3 

10.4 

7.1 

14.7 

20.0 

13.4 

11.5 

18.4 

5.7 

9.1 

11.1 

19.9 

19.4 

17.9 

13.5 

29.4 

25.0 

13.4 

17.1 

31.6 

30.6 

13.4 

14.3 

20.6 

31.4 

46.3 

40.1 

21.3 

5.7 

42.4 

38.5 

24.3 

22.2 

44.8 

51.2 

31.6 

27.8 

52.2 

49.2 

35.3 

33.3 

61.2 

61.5 

52.9 

37.1 

13.4 

14.3 

5.1 

2.9 

21.2 

23.8 

7.4 

5.6 

16.4 

15.1 

4.4 

2.8 

14.9 

14.7 

4.4 

2.8 

14.9 

17.1 

11.8 

11.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=67）

100億～1000億円未満（n=252）

1000億～1兆円未満（n=136）

1兆円以上（n=35）

100億円未満（n=66）
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連結売上高別
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ
の基本方針



連結売上高1兆円を境にｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの達成度合いに大きな差がある。
連結売上高1000億～1兆円未満の企業が、ｶﾊﾞﾅﾝｽ達成に苦悩あり。
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連結売上高別
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ
の達成度



連結売上高1兆円以上を境に問題構造が全く異なる。 1兆円未満は
「人材予算の不足」が課題。一方、 1兆円以上では一定数の人材は確
保するも、組織設計、業務ﾌﾟﾛｾｽ面の課題が。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



「品質」重視は、全ての業務ｼｽﾃﾑ分野で鮮明に。
「開発ｽﾋﾟｰﾄﾞ」「継承性」については、業務ｼｽﾃﾑ分野ごとに位置付けが
変わる。
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ｼｽﾃﾑ開発全体の内製比率は13年度と比較して低下。
売上高1兆円以上の企業のみ内製比率は増加。
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どの業務ｼｽﾃﾑ分野でも非常に高い割合の企業は、今後の方向性は
「外部活用」 。一方、売上高1兆円以上の企業は重視する事項に応じ
て「自社開発」と「外部活用」を選択。
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（下図） 図表7-2-5 売上高別・重視事項別アプリケーション設計・構築の今後の方向性

①基幹系システムの重視事項の1位を品質とした企業 ③Web・フロント系システムの重視事項の1位を開発スピードとした企業

（右図） 図表7-2-4 業務システム分野毎のアプリケー
ション設計・構築今後の方向性

システム開発の方向性は
外部活用

売上高1兆円以上の企業を中
心に、外部活用を行いながら
も、自社開発により「品質」「コ
スト」「開発スピード」「変更容
易性」「継承性」を追及してい
る企業姿勢も確認。
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【外部活用】⑤自社開発から外部クラウド活用主体にシフトしていく方針
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13年度と比較して、全業務ｼｽﾃﾑ分野で「ｱｼﾞｬｲﾙ型」開発の利用割合
が増加。特に、業務支援・情報系、Web・ﾌﾛﾝﾄ系で伸びが大きい。
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



ｾｷｭﾘﾃｨ対策・管理、ｺｽﾄ削減・業務負担軽減が筆頭課題として継続。
今後5年の期間では、ﾋﾞｼﾞﾈｽの広がりをIT基盤の側面から支える取組
みが進む。
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ｸﾗｳﾄﾞの取組みは、全般的に徐々に進展の傾向。社内共通基盤として
ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗｳﾄﾞの構築を進めつつ、適材適所でSaaSや、IaaS、PaaS
などﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞの活用を進めるのが主流のﾄﾚﾝﾄﾞ。
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売上高が大きい企業を中心に、業務ﾌﾟﾛｾｽの見直し、自動化などﾃｸﾉ
ﾛｼﾞｰを駆使した業務の効率化を導入／検討。
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業務改革／ﾃｸﾉﾛｼﾞ-の実施、導入状況



今後、受発注や販売管理などの基幹系の領域のほか、財務会計など
管理業務系の活用の広がりがみられる。既に海外展開が進んでいる
製造業における活用意向が顕著。
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資金決済

経営情報

CRM（顧客管理）

営業支援

グループウェア

企業サイト

ECサイト

経理・財務会計

管理会計

人事・給与

オフィス関連

文書管理

その他

製造（n=143） 非製造（n=168）

（％） 基幹系

業務支援・情報系web・フロント系

その他一般

管理業務系

IaaS、PaaSへの移設・今後
製造／非製造別
今後の活用領域
（ＩａａＳ／ＰａａＳへ
の移設）



ｸﾗｳﾄﾞはﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化を支えるﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑとして存在感がｸﾛｰｽﾞｱ
ｯﾌﾟ。IoTやｱﾅﾘﾃｨｸｽなど新しいﾃｸﾉﾛｼﾞｰ活用における共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ
としてｸﾗｳﾄﾞを選択。
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18.9

11.6

6.0

6.3

31.5

22.8

12.7

6.3

19.7

23.1

17.2

9.8

12.6

21.6

23.4

13.3

17.3

20.9

40.8

64.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ビジネスのデジタル化を

実施している(n=127)

ビジネスのデジタル化を

検討中(n=268)

ビジネスのデジタル化を

検討していない(n=466)

ビジネスのデジタル化に

関心なし(n=143)

実施済み 部分的な実施／現在取組み中 検討中 今後検討予定 未検討

ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化検討状況とﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄﾞ（新規ｼｽﾃﾑのIaaS/PaaSへの展開）



IT部門に求められる能力はITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ能力。一方、ﾍﾞﾝﾀﾞｰに求められ
る能力は、具現化する実践力への期待。特に、「新ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの活用／
提案力」への期待は顕著。
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34.1％

63.5％

39.8％

10.0％

76.2％

66.8％

54.8％

37.4％

34.8％

1.8％

78.3%

34.7%

32.5%

63.5%

32.4%

16.0%

37.5%

50.0%

70.6%

0.9%

費用対効果の策定／実現力

システム連携／移行などのインテグレーション力

ハイブリッド化するインフラの包括的な管理力

社内外のステークフォルダーの管理・交渉力

新テクノロジーの活用／提案力

迅速なインフラ導入支援力

既存のインフラの分析／改善提案力

中長期的なインフラロードマップの提案力

プロジェクト管理能力

その他

ベンダーの能力 ＩＴ部門の能力

パブリック・クラウド（IaaS、PaaS）の課題解決のためIT部門やベンダーに求める能力
（複数回答）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革の推進、全体では2割。試行・検討中を含めると4割程。
「金融」は、この数年で一斉に推進を始めている。試行・検討中も含め
ると6割に迫る。
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9.0 

12.2 

8.1 

10.0 

6.3 

5.3 

11.6 

9.5 

11.4 

14.4 

11.4 

10.3 

8.1 

22.8 

7.0 

12.8 

21.2 

17.8 

19.9 

22.5 

23.1 

28.1 

24.4 

16.8 

58.4 

55.6 

60.7 

57.2 

62.5 

43.9 

57.0 

60.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1054）

建築・土木（n=90）

素材製造（n=211）

機械器具製造（n=271）

商社・流通（n=160）

金融（n=57）

社会インフラ（n=86）

サービス（n=179）

3年以上前から推進している この数年で推進するようになった 現在、試行・検討を始めたところ 特に推進していない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革の推進状況



3年以上前から取り組んでいる企業は、ITｲﾝﾌﾗの整備をIT部門主体で進めてき
た。ここ数年で取組みを開始した企業は、新たに制度改革を含めた働き方変革
への取組みを検討するｹｰｽが増え、人事部門や他部門の混成組織が中心に。
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49.4 

63.8 

49.6 

43.2 

26.2 

17.0 

27.7 

29.3 

6.4 

8.5 

5.9 

5.9 

5.5 

5.3 

6.7 

5.0 

9.4 

2.1 

5.9 

14.4 

3.0 

3.2 

4.2 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=435）

3年以上前から推進している（n=94）

この数年で推進するようになった（n=119）

現在、試行・検討を始めたところ（n=222）

IT部門、または情報子会社 人事部門 業務部門 各部門が独立して実施 他部門の混成組織 その他

推進期間別 ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革推進の中心組織



最も期待が高いのは「業務を効率化するため」、次いで「育児など社員
が働きやすい環境を作るため」、3番目以下を大きく引き離す。
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57.0 

23.8 

7.9 

5.5 

2.8 

2.3 

0.2 

0.5 

16.0 

17.7 

23.9 

22.4 

10.0 

7.4 

2.4 

0.2 

14.4 

20.5 

12.3 

12.3 

27.6 

9.2 

2.4 

1.3 

0 20 40 60 80 100

業務を効率化（生産性向上）するため

育児など社員が働きやすい

環境を作るため

社内の新たなコミュニケーションの

広がりのため

介護など個人の状況を踏まえ業務を

継続できるようにするため

災害対応のため（BCP）

顧客との新たな関係づくりのため

環境負荷低減のため

その他

（％）

1位（n=433）

2位（n=419）

3位（n=381）

ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革に期待する効果 （※各企業上位3位まで回答）
・1位降順



23.8

15.0

23.2

21.7

23.7

37.5

14.3

31.4

5.5

5.0

6.1

7.0

3.4

3.1

5.7

5.7

57.0

72.5

47.6

62.6

57.6

37.5

71.4

51.4

7.9

5.0

14.6

5.2

5.1

15.6

5.7

5.7

2.3

0.0

2.4

1.7

5.1

0.0

2.9

2.9

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

3.1

0.0

0.0

2.8

0.0

6.1

0.9

5.1

3.1

0.0

2.9

0.5

2.5

0.0

0.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=433）

建築・土木（n=40）

素材製造（n=82）

機械器具製造（n=115）

商社・流通（n=59）

金融（n=32）

社会インフラ（n=35）

サービス（n=70）

育児など社員が働きやすい環境を作るため 介護など個人の状況を踏まえ業務を継続できるようにするため

業務を効率化（生産性向上）するため 社内の新たなコミュニケーションの広がりのため

顧客との新たな関係づくりのため 環境負荷低減のため

災害対応のため（BCP） その他

ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革に期待する効果(１位)は、「金融」では「育児など社員が
働きやすい環境を作るため」が最も多く、一方で、「建築・土木」「機械器
具製造」「社会ｲﾝﾌﾗ」では、業務効率化(生産性向上)が最も多かった。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革に期待する効果（1位のみ）



14.7

20.0

16.3

15.2

11.9

6.5

13.9

15.7

32.0

37.5

35.0

33.9

28.8

29.0

33.3

25.7

14.3

15.0

8.8

13.4

23.7

9.7

22.2

11.4

39.0

27.5

40.0

37.5

35.6

54.8

30.6

47.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=428）

建築・土木（n=40）

素材製造（n=80）

機械器具製造（n=112）

商社・流通（n=59）

金融（n=31）

社会インフラ（n=36）

サービス（n=70）

期待した効果がほぼ得られている 期待した効果の半分程度が得られている 期待した効果はほとんど得られていない わからない

ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革によって期待する効果が最も得られている業種は「建築
・土木」、一方で「金融」においては、期待する効果がまだ得られていな
い状況であり、今後に注視する必要がありそうだ。
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業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革の期待効果状況



ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革を定着させるためには、IT整備を行うだけでは不十分。
IT部門の役割は、ITを活用した新しい働き方を模索し、経営や関連部
門と対話を続け、説得力のある提案をすることが重要となるだろう。
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ﾜｰｸｽﾀｲﾙ改革推進におけるIT部門に求められる役割（※各企業3位まで回答）・1位降順

45.7 

29.8 

15.2 

4.0 

3.3 

1.4 

0.7 

14.6 

34.9 

26.1 

12.7 

6.9 

4.8 

0.0 

18.4 

21.4 

19.5 

15.4 

17.0 

7.6 

0.8 

0 20 40 60 80 100

ITを活用した新しい働き方を経営や

業務部門に提案する

社外から安全に業務ができるよう

セキュリティ対策を施す

業務部門の要望を満たすＩＴ機器や

クラウドサービスを選定・調達する

ITを活用したワークスタイル改革の

事例を調べる

ワークスタイル改革のIT予算を

確保するために経営層を説得する

ワークスタイル改革に寄与するIT予算を

確保するために、他のシステムの

開発・運用コストを下げる

その他

(％)

1位（n=429）

2位（n=418）

3位（n=370）
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



情報ｾｷｭﾘﾃｨに関して経営幹部の理解を得るための取組みを進める
ことが必要。特にIoT導入が進む製造業や建築・土木では、経営幹
部がもっと積極的に情報ｾｷｭﾘﾃｨに関与していくべき｡
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28.7 

24.7 

25.5 

31.3 

32.7 

35.9 

21.5 

22.4 

70.2 

64.9 

37.3 

35.7 

32.6 

35.4 

57.5 

66.7 

64.9 

62.5 

57.6 

58.2 

62.7 

66.5 

28.1 

35.1 

55.4 

53.1 

58.9 

58.9 

13.8 

8.6 

9.6 

6.3 

9.7 

5.9 

15.8 

11.2 

1.8 

0.0 

7.2 

11.2 

8.6 

5.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度（n=87）

15年度（n=93）

16年度（n=208）

15年度（n=224）

16年度（n=269）

15年度（n=287）

16年度（n=158）

15年度（n=161）

16年度（n=57）

15年度（n=57）

16年度（n=83）

15年度（n=98）

16年度（n=175）

15年度（n=175）

建
築

・

土
木

素
材

製
造

機
械

器
具

製
造

商
社

・

流
通

金
融

社
会

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視しており、重大なセキュリティリスクや対策の重要性については、経営会議等で審議・報告される
自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている
自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話されることがない

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 経営幹部の情報ｾｷｭﾘﾃｨへの関与度合い



経営戦略とIT戦略の関係が強い企業ほど、経営幹部が情報ｾｷｭﾘﾃｨ
に関与し、情報ｾｷｭﾘﾃｨの確保が重要な経営課題であると捉えられて
いる。
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31.6 

55.6 

33.2 

18.3 

9.0 

58.2 

42.4 

61.5 

71.6 

57.8 

10.1 

2.0 

5.4 

10.1 

33.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1037）

経営戦略を実現するために

IT戦略は無くてはならない（n=205）

経営戦略の一施策として

IT戦略がある（n=467）

経営戦略はIT戦略以外の

戦略が重要となる（n=169）

IT戦略自体の検討が

なされていない（n=166）

経営幹部が昨今の企業を取り巻くセキュリティリスクの深刻さを重要視しており、重大なセキュリティリスクや対策の重要性については、経営会議等で審議・報告される

自社におけるセキュリティリスクは認識しているが、対策はIT部門など担当部門に任せている

自社におけるセキュリティリスクおよび対策状況について、ほとんど会話されることがない

経営戦略とIT戦略の関係別 経営幹部の情報ｾｷｭﾘﾃｨへの関与度合い



CSIRTを設置する企業が急増し、全体の約1割に達するが、増加す
るｾｷｭﾘﾃｨｲﾝｼﾃﾞﾝﾄに対応するためには、さらなる整備が望まれる｡
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情報ｾｷｭﾘﾃｨの対応部門（複数回答）

80.1 

23.4 

10.3 

9.7 

4.4 

5.8 

83.9 

26.6 

4.1 

11.6 

6.6 

7.7 

0 20 40 60 80 100

IT部門

リスク管理部門

CSIRT部門

企画・戦略立案部門

CSR部門

その他

（％）

16年度（n=658）

15年度（n=666）

前年比 約２．５倍



情報ｾｷｭﾘﾃｨに関する「情報共有体制※」の存在は、約4割の企業で認
知されていない。ｻｲﾊﾞｰ攻撃等の情報を企業間で共有し、対策につな
げることの必要性について、周知が急務。

（C）JUAS 2017 94

情報ｾｷｭﾘﾃｨに関する情報共有体制への参加状況

情報共有

体制あり

25.3%

情報共有

体制なし

32.5%

不明

42.2%

情報共有体制に

参加している

16.0%

情報共有体制が存在し、

参加を検討中

2.7%

情報共有体制は存在するが、

参加しない

1.2%

情報共有体制は存在するが、

参加については未定

5.4%

情報共有体制はなく、

設立を検討中

4.4%

情報共有体制はなく、

設立も検討していない

27.7%

情報共有体制はなく、

設立を検討したが見送られた

0.4%

情報共有体制に

ついての情報が

ないのでわからない

42.2%

n=1016

※ 情報共有体制 ：ｻｲﾊﾞｰ情報共有ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ（J-CSIP)、ISAC、日本ｼｰｻｰﾄ協議会 など



偽装ﾒｰﾙなどによる攻撃やﾗﾝｻﾑｳｪｱによる被害は約4割の企業で発
生しており、ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化が求められる。
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年度別 ｾｷｭﾘﾃｨｲﾝｼﾃﾞﾝﾄの発生状況

10.5 

10.0 

0.7 

0.5 

34.0 

37.9 

25.8 

3.1 

2.4 

0.7 

0.5 

3.4 

2.6 

7.6 

5.0 

4.2 

3.0 

4.8 

13.0 

15.0 

20.8 

19.0 

14.1 

12.3 

8.5 

9.0 

82.0 

85.0 

95.1 

96.5 

61.2 

49.1 

59.2 

76.1 

78.7 

85.2 

87.3 

88.1 

88.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

16年度（n=1043）

15年度（n=1093）

16年度（n=843）

15年度（n=1056）

16年度（n=1040）

15年度（n=0）

16年度（n=1039）

15年度（n=1091）

16年度（n=1037）

15年度（n=1092）

16年度（n=1033）

15年度（n=1091）

16年度（n=1036）

15年度（n=1089）

.

発生した 発生した可能性もあるが把握していない 発生していない

（未調査）

Webサイトを狙った

サイバー攻撃

（改ざんなど）

工場など制御系

システムへの

サイバー攻撃

ファイルを暗号化す

るランサムウェアに

よる被害

偽装メールなどを

使った攻撃

（不正侵入など）

従業員による

情報の不正な

持ち出し

委託先従業員

による情報の

不正な持ち出し

ソーシャルメディア

での問題（炎上や

情報漏洩など）

偽装ﾒｰﾙによる
攻撃は、
前年比 約１．５倍

IPA 情報ｾｷｭﾘﾃｨ10大脅威2017「組織」 (17/1/31)
1位 「標的型攻撃による情報流出」
2位 「ﾗﾝｻﾑｳｪｱによる被害」
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主な調査結果

1. 回答企業のプロフィール

2. テーマ
① ITトレンド
② IT予算
③ IT投資マネジメント
④ ビジネスのデジタル化
⑤ IT人材
⑥ グローバルIT戦略
⑦ システム開発
⑧ IT基盤
⑨ ワークスタイル
⑩ 情報セキュリティ
⑪ BCP（事業継続計画）



「ｼｽﾃﾑ障害」などの業務に直結しやすい事象に対して、BCPを策定す
る傾向が高いが、 「ﾃﾛ」などの想定ﾘｽｸに関しては先送りされやすい
傾向。
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24.8 

23.5 

18.4 

15.6 

9.5 

13.7 

8.4 

35.4 

35.0 

28.4 

23.3 

11.9 

18.9 

12.5 

9.7 

11.3 

10.2 

6.8 

6.3 

13.0 

10.0 

4.9 

3.7 

4.3 

3.8 

2.7 

6.5 

5.7 

7.6 

6.8 

10.0 

13.7 

21.8 

15.6 

18.2 

17.6 

19.7 

28.6 

36.8 

47.8 

32.3 

45.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム障害

（n=1022）

自然災害

（n=1017）

電力・通信等の社会インフラの停止

（n=1017）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）

（n=1016）

テロ（予告、破壊行為）

（n=1008）

サイバー攻撃（データの流出、消失）

（n=1015）

クラウドなど外部に保存している

データの消失（n=1007）

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している

BCPを策定中である BCPの策定を検討中である（1年以内に着手）

BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし

想定ﾘｽｸ別 BCP策定状況



経営戦略とIT戦略が密接に関係している企業ほど
BCPの策定が進んでいる。
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経営戦略とIT戦略の関係性別 ｼｽﾃﾑ障害に関するBCP策定状況

42.7 

26.1 

18.2 

5.6 

31.7 

37.7 

40.0 

29.0 

12.6 

8.8 

13.3 

6.8 

2.5 

6.0 

4.8 

5.6 

3.5 

8.6 

6.7 

10.5 

7.0 

12.8 

17.0 

42.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

経営戦略を実現するために

IT戦略は無くてはならない（n=199）

経営戦略の一施策としてIT戦略がある

（n=467）

経営戦略はIT戦略以外の戦略が重要となる

（n=165）

IT戦略自体の検討がなされていない

（n=162）

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している

BCPを策定中である BCPの策定を検討中である（1年以内に着手）

BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし



業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別にみると、取組みが最も進んでいるのは「金融」。
金融機関においては、金融庁のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝで、業務継続体制の構築が
求められている。
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28.2 

21.0 

22.6 

17.1 

64.2 

23.5 

18.9 

36.5 

40.5 

35.8 

33.5 

22.6 

33.3 

32.6 

11.8 

13.0 

11.3 

10.1 

5.7 

13.6 

10.9 

3.5 

3.5 

4.5 

3.2 

5.7 

2.5 

3.4 

2.4 

6.0 

8.7 

9.5 

0.0 

3.7 

8.0 

17.6 

16.0 

17.0 

26.6 

1.9 

23.5 

26.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建築・土木（n=85）

素材製造（n=200）

機械器具製造（n=265）

商社・流通（n=158）

金融（n=53）

社会インフラ（n=81）

サービス（n=175）

BCPを策定し運用しており、定期的に見直し更新している BCPを策定し運用している
BCPを策定中である BCPの策定を検討中である（1年以内に着手）
BCPの策定を検討中である（着手時期未定） 策定予定なし

業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別 自然災害に関するBCP策定状況



想定ﾘｽｸ別のBCP策定ﾚﾍﾞﾙは、12年度から大きな変化なし。
「ｼｽﾃﾑ障害」は4割が「ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ確保」で、初歩的な対応が大半。
「疾病」は最もﾚﾍﾞﾙが高い。半数の企業が事業継続計画･管理ﾚﾍﾞﾙ。
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43.4 

25.1 

22.7 

14.6 

27.5 

38.2 

44.2 

22.8 

21.5 

20.0 

20.4 

19.9 

10.8 

17.2 

11.1 

21.3 

18.9 

24.7 

20.3 

11.7 

12.5 

21.3 

21.4 

21.6 

23.2 

22.7 

30.4 

19.7 

16.5 

13.3 

16.3 

9.1 

16.1 

16.4 

16.6 

13.0 

13.5 

14.7 

13.7 

15.0 

10.5 

14.2 

20.8 

29.8 

31.6 

35.8 

23.6 

22.8 

19.3 

30.3 

30.8 

30.9 

30.1 

30.4 

33.0 

31.4 

8.3 

10.5 

10.5 

15.8 

12.5 

10.9 

7.4 

12.7 

12.8 

12.8 

12.6 

12.0 

15.4 

17.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム障害（n=823）

自然災害（n=789）

電力･通信等の社会インフラの停止（n=687）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=570）

テロ（予告･破壊行為）（n=626）

サイバー攻撃（データの流出、消失）（n=495）

システム障害（n=771）

自然災害（直下型地震による局所被害）（n=710）

自然災害（大規模地震による広域被害）（n=702）

自然災害（津波による被害）（n=579）

自然災害（上記以外の局所豪雨、竜巻、高潮など）（n=604）

電力･通信等の社会インフラの停止（n=642）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=573）

テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=436）

16
年

度
1
2
年

度

バックアップの確保 緊急時対応計画 IT災害復旧対策（DR）

事業継続計画（BCP） 事業継続管理（BCM）

年度別・想定ﾘｽｸ別 BCP策定ﾚﾍﾞﾙ



訓練実施有無について12年度と比較したが、大きな変化なし。
「ｼｽﾃﾑ障害」「自然災害」は訓練実施の割合が高いが、「疾病」「ﾃﾛ」
は訓練が実施しづらい状況。
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20.1 

41.1 

24.9 

14.0 

22.0 

11.3 

19.0 

38.8 

38.3 

26.7 

26.7 

24.3 

18.2 

15.2 

36.1 

14.3 

15.9 

5.1 

16.4 

16.7 

41.2 

14.5 

13.3 

13.7 

13.3 

20.4 

7.3 

10.8 

43.8 

44.6 

59.2 

80.9 

61.6 

72.1 

39.8 

46.7 

48.4 

59.7 

60.0 

55.2 

74.5 

74.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム障害（n=596）

自然災害（n=574）

電力･通信等の社会インフラの停止（n=453）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=372）

テロ（予告･破壊行為）（n=318）

サイバー攻撃（データの流出、消失）（n=204）

システム障害（n=532）

自然災害（直下型地震による局所被害）（n=415）

自然災害（大規模地震による広域被害）（n=399）

自然災害（津波による被害）（n=300）

自然災害（上記以外の局所豪雨、竜巻、高潮など）（n=315）

電力･通信等の社会インフラの停止（n=362）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=330）

テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=158）

1
6
年

度
1
2
年

度

実施した（他部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

想定ﾘｽｸ別 訓練状況（12年度との比較）



BCPの主管部門について、12年度と比較したが、大きな変化なし。
「ｼｽﾃﾑ障害」は「IT部門」主体。「疾病」は「総務部門」主体。「自然災害
」は「全社委員会」「IT部門」「総務部門」で。
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23.0 

19.5 

22.4 

24.6 

10.8 

10.5 

28.3 

28.9 

28.4 

23.5 
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24.2 

24.0 
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12.7 

12.0 

14.5 

16.1 

9.2 

4.0 

9.6 
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9.3 

9.3 

11.3 

10.6 

79.8 

28.7 

37.1 

12.9 

14.9 

70.1 

74.3 

22.7 

22.0 

22.1 

28.1 

28.1 

13.3 

30.6 

2.1 

5.8 

4.2 

5.2 

6.5 

2.6 

4.1 

9.9 

10.0 

9.8 

9.4 

9.4 

9.7 

9.8 

4.0 

26.3 

22.1 

40.4 

34.9 

5.6 

5.3 

25.8 

25.2 

25.8 

25.6 

25.6 

37.0 

21.0 

0.2 

1.1 

1.3 

1.4 

1.8 

1.4 

0.8 

2.2 

2.2 

2.3 

1.9 

1.9 

2.3 

2.3 

0.4 

1.6 

2.5 

0.8 

0.2 

0.2 

0.6 

0.1 

0.0 

0.0 

1.6 

1.6 

1.3 

1.5 

1.2 

0.7 

1.4 

2.4 

1.0 

0.3 

0.4 

1.4 

2.0 

2.1 

0.4 

0.4 

0.8 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

システム障害

（n=842）

自然災害

（n=816）

電力･通信等の社会インフラの停止

（n=719）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）

（n=629）

テロ（予告･破壊行為）

（n=504）

サイバー攻撃(データの流出・消失)

（n=665）

システム障害

（n=778）

直下型地震による局所被害

（n=725）

大規模地震による広域被害

（n=718）

津波による被害

（n=599）

局所豪雨、竜巻、高潮等

（n=620）

電力･通信等の社会インフラの停止

（n=668）

疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）

（n=608）

テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ

（n=480）

1
6
年

度
1
2
年

度

全社の委員会 リスク管理の専門組織 主にIT部門 主に経営企画部門

主に総務部門 主にCSR・広報部門 主に事業部門（販売、営業等） その他

BCP策定部門（12年度との比較）



本調査に関するお問い合わせ

（一社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）
担当：赤塚

（03-3249-4101／ itdoukou@juas.or.jp ）
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